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○御前崎市医療機器等整備支援事業補助金交付要綱 

平成28年11月21日告示第134号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市民が安全かつ安心な医療サービスを受けることができる体制を構築するた

めに、市内の医療施設において医療機器等の導入を図る医師又は医療法人の代表者（以下「医師

等」という。）に対し、御前崎市医療機器等整備支援事業補助金（以下「補助金」という。）を

交付することについて、御前崎市補助金等交付規則（平成16年御前崎市規則第37号）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 医療施設 医療法（昭和23年法律第205号）第１条の５に規定する病院及び診療所（歯科医

業を行う場所及び同法第31条に規定する公的医療機関を除く。）をいう。 

(２) 医師等 医師法（昭和23年法律第201号）第６条第２項に規定する医師及び医療法第39条に

規定する医療法人その他病院又は診療所を開設することができる法人をいう。 

(３) 医療機器等 医療施設における診療に必要な機械、備品、器具等（診療材料を除く。）を

いう。 

（交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者は、次に掲げる各号のいずれにも該当する医師等とする。 

(１) 一般社団法人小笠医師会又は一般社団法人榛原医師会に加入し、積極的に地域医療に貢献

する者 

(２) 現に市内において、５年以上開業し、医療機器等の導入を図る者 

(３) 申請時において、過去10年以内に、御前崎市診療所等開設資金支援事業補助金（平成26年

御前崎市告示第48号）及びこの告示による補助金の交付を受けていない者 

（補助対象経費） 

第４条 補助金交付の対象となる経費は、購入した医療機器等の領収書に記載された額とし、設置

及び調整のための経費を含み、医療機器等１式50万円以上のものとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の額の２分の１以内の額とし、1,000万円を限度とする。ただ

し、補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）が、医療法第１条の５に規定
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する病院を有する法人にあっては、500万円を限度とする。 

２ 前項の規定により算出した額に、100円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 申請者は、御前崎市医療機器等整備支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げ

る書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 医療機器等購入費の見積書の写し 

(２) 導入する医療機器等の仕様等がわかるもの 

(３) その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の申請書が提出されたときは、その内容を審査するとともに、御前崎市附属機関

設置条例（令和２年御前崎市条例第27号。以下「条例」という。）第２条に規定する審査委員会

の意見を聴き、交付の可否について御前崎市医療機器等整備支援事業補助金交付（不交付）決定

通知書（様式第２号）により、当該申請者に通知するものとする。 

（変更申請等） 

第７条 申請者は、前条により交付決定を受けた事業の内容を変更しようとするときは、御前崎市

医療機器等整備支援事業補助金変更承認申請書（様式第３号）に変更内容が分かる資料を添えて、

市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書が提出されたときは、その内容を審査するとともに、条例第２条に規定

する審査委員会の意見を聴き、変更の承認又は不承認を決定し、御前崎市医療機器等整備支援事

業補助金変更承認（不承認）通知書（様式第４号）により、当該申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第８条 交付の決定を受けた者は、補助対象事業が完了したときは、速やかに、御前崎市医療機器

等整備支援事業補助金実績報告書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、市長に報告しなけ

ればならない。 

(１) 医療機器等購入費の領収書の写し 

(２) 設置完了後の写真 

(３) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第９条 市長は、前条の報告を受けたときは、当該実績報告書を審査するとともに、交付すべき補

助金の額を確定するものとし、その内容を御前崎市医療機器等整備支援事業補助金確定通知書（様

式第６号）により当該補助対象者に通知するものとする。 
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（補助金の請求） 

第10条 前条の規定により補助金の交付確定を受けた者は、速やかに、御前崎市医療機器等整備支

援事業補助金請求書（様式第７号）を市長に提出し、補助金を請求するものとする。 

（地域医療への貢献） 

第11条 補助金の交付を受けた者は、健診事業、市立学校の校医その他市が実施する事業について、

市から協力を求められたときは、これに協力するものとする。 

（補助金の返還） 

第12条 市長は、補助金の交付を受けた者が、５年以内に市内における診療を取り止めたときは、

既に交付した補助金の全部又は一部の返還を求めることができる。この場合において、返還を求

める額は、診療期間に応じて月割により計算するものとし、100円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てるものとする。ただし、病気等やむを得ない事情がある場合は、別途協議するものと

する。 

（その他） 

第13条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年２月10日告示第18号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年２月３日告示第15号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 


